
※申請書類等を提出する際に、書類の鑑として必ず添付してください。

●：必須提出書類、△：該当者のみ提出書類

1

2

3 委任状

登記事項証明書（写し可）

身分証明書（写し可）

5 印鑑証明書（写し可）

6 使用印鑑届

7

その３の３又はその３

その３の２又はその３

市
税

八戸市税の滞納がないことの証明書

10 誓約書

11 営業所一覧表

12 工事経歴書

13 口座振替受領申出（変更届出）票

14 事業協同組合特例計算に関する書類

15 技術職員一覧表

16 資格保有者調書

17 資本関係・人的関係に関する調書

18 主観的評価項目申告書

※八戸市処理欄（記入しないでください。）

二次

●

●

権限の委任の有無にかかわらず、支店等があるとき
は提出

（工事第７号様式)

令和７年１月１日時点における直近２又は３事業年
度の工事経歴の有無を記入し提出
経営事項審査時に使用したもの、中央公契連統一様
式又は指定様式と同様の記載内容であれば独自の様
式可

●

総合評定値通知書（写し可）
※市内業者２部、市外業者１部提出

●

申請日の前３か月以内に発行された証明書 ● ●

（工事第３号様式）
入札書、見積書、契約書、請求書等に使用する印鑑
（代表者印）を押印し提出

●
2部

● ● ●

●

● ● ●

●

△

4

【法人】 申請日の前３か月以内に発行された証明書を提出 ●

【個人】 申請日の前３か月以内に発行された証明書を提出 ●

競争入札参加資格審査申請書
※２部提出（うち１部は写し可）

（工事第１号様式）

【上限：10工種】
資格審査の基準日の直近の経営事項審査における総
合評定値及び直前２又は３事業年度における年間平
均完成工事高がある工種のみ申請可

●
2部

●
2部

●
2部

●

（工事第２号様式） 支店等に契約等の権限を委任するときは提出

八戸市建設工事競争入札参加資格審査申請書類等チェックリスト

申請者の商号又は名称

№ 提出書類 備　　　　考

提出書類区分
申請者
確認欄

八戸市
確認欄

市内 市外

法人 個人 法人 個人

△

●

●

（工事第４号様式)

総合評定値通知書の「雇用保険加入の有無」「健康保険加
入の有無」「厚生年金保険加入の有無」のいずれかが
「無」の場合に提出
◎雇用保険
　確定保険料申告書の写し、領収書の写し(直近１回分)
◎健康保険及び厚生年金保険
　領収書の写し(申請日の前直近３か月以内のもの１回分)
◎加入義務がない場合
　加入義務がないことの誓約書(工事第４号様式)

△

（工事第６号様式）

8

納
税
証
明
書

国
税

申請日の前３か月以内に発行された証明書を提出 ●

申請日の前３か月以内に発行された証明書を提出

審査基準日が令和５年６月30日以降であって、申請
日時点で有効なもの（審査基準日から１年７か月以
内）を提出

●
2部

（工事第５号様式) ●

9
雇用保険、健康保険及び厚生年金保
険の加入を確認する書類又は加入義
務がないことの誓約書

△

●
2部

△ △ △

●

△

● ●

●

△ △ △ △

令和７年１月１日現在所属する職員の資格の保有状
況の確認

● ●

● ●

△ △

（工事第10号様式） △ △

事業協同組（官公需適格組合）で特例計算を希望す
るときは提出
提出書類：「八戸市事業協同組合に係る競争入札参
加者資格審査の特例実施要領」参照

△

受付

（工事第12号様式）
該当の有無に関わらず提出
添付書類等は工事第12号様式参照。

八戸市建設工事競争入札参加資格審査申請書類等チェッ
クリスト

提出する申請書類等の確認用
右欄「申請者確認欄」にチェック（レ点を記入）

● ● ●

会社法第２条第３号又は第４号に規定する親会社・
子会社に該当するとき、または役員の兼務があると
きに提出

●

（工事第９号様式）

令和７年１月１日現在所属する職員のうち、「解体
工事施工技士」又は「特別管理産業廃棄物管理責任
者」の資格の保有状況を確認（資格証明書及び常勤
雇用が確認できる書類を添付）

（工事第８号様式）

当市に登録のある振込口座（前払金用、完成払用）
の登録内容に変更があるときは提出

△ △ △ △

申請日の前３か月以内に発行された証明書を提出 ● ● △ △

●



工事第１号様式

申請日

※申請区分

１．本社情報 ※地域区分 □　市内 □　県内 □　県外 （八戸市記入） □　更新・再申請 □　新規

２．受任者 □　無 □　有 ※支店等に契約等の権限を委任するときのみ記入。

※受任者の実印等は押印不要

３．経営事項審査結果と入札参加資格を申請する工事種別

和暦 西暦

（ )

※申請する工種のみを記入してください。　記入されない工種については認定されません。

※総合評定値(Ｐ)点及び年平均完成工事高がある（0でない）ものに限ります。

工事種別一覧

本申請書類等の問合せ窓口

千円 万円

技術職員数（人）

その他１級

年平均完成工事高
（千円）

総合評定値
（Ｐ）

代表者職氏名

 実印（申請者）

支店長等職氏名

電話番号 FAX番号

※「有」のときは下記を記載のうえ、別途委任状を提出すること。（工事第２号様式参照）

　
受
任
者
情
報

支店等名称

フリガナ

郵便番号 〒

所在地

FAX番号

Eメール

フリガナ

商号又は名称

フリガナ

競争入札参加資格審査申請書（建設工事）

令和７年度において、八戸市で行われる建設工事に係る競争入札に参加する資格の審査を申請します。
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約いたします。

令和 年 月 日
（あて先）八戸市長

　
本
社
情
報

郵便番号 〒

本社所在地

連絡先
電話番号

29解体

13舗装

担当者氏名

Eメール

営業年数

総職員数

10

年

人

1

2

3

連絡先

※行政書士等が申請代理人として代理人申請をする

　ときは、別途委任状を提出すること。

２級

9

許可区分

法人名

4

　（申請要領第１「９申請書類提出時の注意事項」参照）

01土木02建築03大工04左官05とび 06石

担当者電話番号

15板金16ガラ17塗装18防水07屋根08電気 09管 10タイ 14しゅ

経営事項審査
審査基準日

　資本金　

19内装20機械 21熱 22通信23造園

12鉄筋

25建具26水道27消防28清掃

11鋼

24さく

申請する
工事種別

5

6

7

8



工事第２号様式（委託第４号様式）

１ 受任者

※受任者印(使用印鑑)

２ 委任事項

入札及び見積をすること。

上記（１）に関する復代理人を選任すること。

契約の締結をすること。

契約代金及び保証金の請求をすること。

契約代金及び保証金の受領をすること。

その他上記で委任した事項に付帯する一切の事項に関すること。

【記載要領】
１） 委任行為を限定するときは、委任しない事項を二重線で抹消し、訂正印(実印)を押印すること。
２） 受任者が複数人（委任事項によって受任者を分ける）のときは、受任者ごとに当委任状を作成すること。

商号又は名称

（６）

（４）

　わたくしは、下記の者を代理人と定め、競争入札参加資格の有効期間内において、次の権限を委任
します。

（２）

所在地

職氏名

（５）

（１）

　

印　

（３）

商号又は名称

（あて先）八戸市長

委任状

本店所在地

実印

日月令和

委任者

年

代表者職氏名 　



工事第２号様式（委託第４号様式）

１ 受任者

※受任者印(使用印鑑)

２ 委任事項

入札及び見積をすること。

上記（１）に関する復代理人を選任すること。

契約の締結をすること。

契約代金及び保証金の請求をすること。

契約代金及び保証金の受領をすること。

その他上記で委任した事項に付帯する一切の事項に関すること。

【記載要領】
１） 委任行為を限定するときは、委任しない事項を二重線で抹消し、訂正印(実印)を押印すること。
２） 受任者が複数人（委任事項によって受任者を分ける）のときは、受任者ごとに当委任状を作成すること。

委任状

令和 年 月 日

（あて先）八戸市長

委任者

本店所在地

商号又は名称

（１）

代表者職氏名 　 実印

　わたくしは、下記の者を代理人と定め、競争入札参加資格の有効期間内において、次の権限を委任
します。

所在地

商号又は名称 　

職氏名 　 印

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）



工事第３号様式（委託第５号様式）

入札及び見積をすること。

契約の締結をすること。 　

契約代金及び保証金の請求をすること。

契約代金及び保証金の受領をすること。

【記載要領】
１） 「使用印」欄には、入札書、見積書、契約書、請求書等に使用する印鑑を押印すること。
２） 「社印」（角印）のみの届出は受け付けません。
３） 入札、契約等の権限を代理人に委任するときは、使用印欄には委任状の受任者の印と同じ印鑑を押印する

 こと。
４） 使用目的を限定するときは、使用しない事項を二重線で抹消し、訂正印（実印）を押印すること。
５） 受任者が複数人（委任事項によって受任者を分ける）のときは、受任者ごとに当使用印鑑届を作成するこ

　と。
６） 使用印鑑届を提出したときは、当該届出の印鑑以外は使用しないこと。
７） 使用印鑑を変更するときは、別途「変更届」を提出すること。

日

（あて先）八戸市長

年令和 月

代表者職氏名 　

本店所在地

商号又は名称

実印

（１）

（２）

（３）

（４）

使用印鑑届

使用印

　上記の印鑑は、次の事項に使用したいので届けます。



工事第４号様式

（誓約事項）

※該当する項目を選択すること。

雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入義務がないことの誓約書

令和 年

□

日

□
　健康保険及び厚生年金保険について、適用事業所となっていないので、加入義務が
ありません。

　下記の事項について相違ないことを誓約します。

　雇用保険について、労働者を雇用していないので、加入義務がありません。

月

本店所在地

実印

商号又は名称

代表者職氏名 　

（あて先）八戸市長



工事第５号様式（委託第６号様式）

（誓約事項）

１

(1)

(2)

(3)

(4)

２

３

４

５

　法人等（個人、法人又は団体をいう。以下同じ。）の役員等（個人である場合
はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時、契約を締結す
る事務所をいう。）の代表者で役員以外の者又は団体である場合は代表者、理事
等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団又は
暴力団員である。

　当社は、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けた場合は、遅滞なく市に報告する
とともに、警察署に通報し捜査上の必要な協力をします。

　法人等の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第
三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしてい
る。

　法人等の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を
供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関
与している。

　法人等の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し
ている。

　当社は、１の各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、市から役員名簿等（下
請契約（一次下請以降の全ての下請契約を含む。）又は再受託契約（再受託契約以降
の全ての受託契約を含む。）の契約先を含む。）の提出を求められたときは、速やか
に提出します。

　当社が提出した本誓約書及び役員名簿等の正当性を確認するため、市が青森県警察
八戸警察署長へ照会することを承諾します。

　当社は、１の各号のいずれかに該当した場合において、八戸市の事務又は事業にお
ける暴力団排除措置の実施に関する要綱（平成24年９月25日制定）第４条の規定に基
づき、公表されることに同意します。

代表者職氏名 　 実印

　令和７年度において、八戸市の発注する建設工事又は測量・建設コンサルタント等業務に係る競争
入札参加資格の審査申請をするにあたり、下記の事項について誓約します。

　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記のいずれにも該当
しません。また、この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が
不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

商号又は名称

年 月

（あて先）八戸市長

誓約書

日令和

本店所在地



工事第６号様式（委託第７号様式）

【記載要領】
１） 本表は、申請日現在で作成すること。
２） 「営業所名称」欄は、常時契約を締結する支店等の名称及び連絡先を記載入すること。（八戸市内に支店等を有するときは、必ず記載すること。）
３） 市外業者であって、八戸市内に支店等を有し、当市に法人開設届出書を提出しているときは、「八戸市税の滞納がないことの証明書」を必ず添付すること。
４） 「所在地」欄は、支店等の所在地を記載すること。
５） 中央公契連統一様式又は同様の記載内容であれば、独自様式に作成したものでも提出可とします。

―

― ―

―

― ―

― ―

―

―

― ―

―

― ―

―

― ―

― ―

― ―

― ―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

―
―

― ―

―

― ―

10
―

8

9

―

―

―
―

―

営業所一覧表　　　　　　　　　　　　　　　 商号又は名称

6

7

上段：電話番号

下段：ＦＡＸ番号
営業所名称 所在地

4

5

―

―
―

郵便番号番号

1

2

3



工事第７号様式

【記載要領】
１） 本表は、許可を受けた建設業の種類に対応した建設工事の種類ごとに作成すること。
２） 本表は、直前２若しくは３事業年度における主な完成工事及び着手済の未完成工事について記載すること。
３） 下請工事を記入する場合は、「注文者」欄に元請業者名を記載し、「工事名」欄に下請工事名を記載すること。
４） 「請負代金の額」欄は、消費税抜きの金額を記入すること。
５） 中央公契連統一様式又は同様の記載内容であれば、独自様式に作成したものでも提出可とします。

（建設工事の種類）

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

工事

注文者
元請又は
下請の別

工事経歴書　　　　　　　　　　　　　　　 商号又は名称

（千円）

着工年月

完成(予定)年月

請負代金の額配置技術者
氏名

工事場所のある
都道府県名

工事名

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月

年　　　月



工事第８号様式

※営業所専任技術者については、営業所専任欄に「〇」を記載すること。

【記載要領】 合計欄
１） 本表は、所属する技術職員（常勤・直接雇用に限る。）について令和７年１月１日現在で作成すること。
２） ５件以上の資格名を記載する場合は、複数行を使用すること。
３） 営業所専任技術者については、営業所専任欄の「○」を選択すること。
４） 土木工事、建築工事に関係する国家資格及び舗装施工管理技術者については、保有資格級別記載欄の１級又は２級のいずれかの「○」を選択

すること。

ただし、１つの業種について、同一人が１級相当の資格と２級相当の資格の両方を有している場合は、上位（１級相当）の資格についてのみ
「○」を選択し、「１」と数えること。　　　　　　
（土木・建築・舗装工事について登録を希望する場合にのみ記載すること。）

営業所
専任

番号 氏名 生年月日 資格名 資格名 資格名 資格名
１級

技術職員一覧表　　　　　　　　　 商号又は名称

1

2

3

4

5

6

２級
土木

保有資格級別記載欄
建築

１級 ２級
舗装

１級 ２級

19

7

8

9

10

20

13

14

15

16

17

18

11

12

令和７年１月１日現在

0 0 0

建築工事
技術職員数

舗装施工管理
技術者数

１級相当

２級相当

0 0 0

土木工事
技術職員数



工事第９号様式

【解体工事施工技士】 【特別管理産業廃棄物管理責任者】

資格保有者調書

商号又は名称

8

1

2

番号 氏名 生年月日

　八戸市発注工事の参考とするため、令和７年１月１日現在所属する職員のうち、「解体工事施工技士」又は
「特別管理産業廃棄物管理責任者」の資格を保有する常勤雇用の職員を記載してください。
　また、提出する際は、資格証明書（写し）及び常勤雇用が確認できる書類を添付してください。

番号 氏名 生年月日

4

5

19

20

17

18

17

19

20

16

13

9

3

4

7

8

5

6

11

12

9

10

13

14

18

15

16

1

2

3

6

7

10

14

15

11

12



工事第10号様式（委託第10号様式）

１ 　資本関係に関する事項

　親会社又は子会社に該当するもの 該当する 該当しない ※いずれかを選択

　（会社法第２条第３号又は第４号に該当するもの）

※種別はいずれかを選択

親会社 子会社 親会社を同じくする子会社

親会社 子会社 親会社を同じくする子会社

親会社 子会社 親会社を同じくする子会社

親会社 子会社 親会社を同じくする子会社

２ 　人的関係に関する事項

　役員を兼任しているもの 該当する 該当しない ※いずれかを選択

【記載要領】
１） 八戸市の工事又は測量・建設コンサルタント等の入札参加資格申請を予定している者（既に名簿に

搭載されている者を含む）について記載すること。

年 月 日

兼務先の職氏名

□ □

兼務先の会社の名称自社の役員の職氏名

資本関係にある会社の名称

所在地

種別 □ □ □

資本関係にある会社の名称

所在地

種別 □ □ □

資本関係にある会社の名称

所在地

種別 □ □ □

□ □ □

　当社と他の八戸市の建設工事並びに建設関連業務の入札参加者との資本関係又は人的関係は，次の
とおりです。

□ □

資本関係にある会社の名称

所在地

種別

代表者職氏名 　

令和

資本関係・人的関係に関する調書

本店所在地

商号又は名称



工事第12号様式

※該当事項の有無について、いずれかを選択すること。

【記載要領】
１） 該当事項「有」を選択したときは、提出書類を必ず添付すること。
２） 該当事項が全て「無」のときであっても、当申告書は必ず提出すること。
３） エコアクション21取得状況について、市に提出する総合評定値通知書でISO14001の登録又はエコアクション

21の認証の有無の項目が「有」のときは、上記該当事項欄は「無」を選択してください。
４） 障がい者の雇用状況について、障害者雇用状況報告書の提出義務がある場合で法定雇用率未達成のとき

は、上記該当事項欄は「無」を選択してください。

□

八戸市
確認欄(有・無のいずれかを選択)

主観的評価項目申告書

商号又は名称

該当事項
評価項目

令和７年１月１日現在

令和６年度及び令和５年度

無し

令和７年１月１日現在

有効期間内のエコアクション21の登録証等の写し

令和６年度中

無し

令和６年度中

除雪業務に係る契約書等の写し

市からの元請

上記以外 有

無 □

有 □ 無 □

有 □

無 □□

□ □

無

無

0

□

□

更生保護協力雇用主 有 □ 無 □

無

ﾕﾆｯﾄ）

有

(

新規学卒者の雇用状況

無し

無 □

無 □

□

有

災害対応協力業者

働き方改革等推進企業

障がい者
の雇用
状況

土木CPDS

建築CPD

□

□

無 □

無

□

単位）

有 □

有

0

0

人）

有 □

単位）

令和７年１月１日現在

青森保護観察所が発行する協力雇用主登録証明書（原本）

令和７年１月１日現在所属する職員で令和２年１月１日～
令和６年12月31日の間に受講

【上限：60単位】
取得単位数等の証明書の写し

令和７年１月１日現在所属する職員で令和２年１月１日～
令和６年12月31日の間に受講

【上限：250単位】
取得単位数等の証明書の写し

令和７年１月１日現在

上段：審査基準日

工事成績評定点

除雪業務
の請負
実績
(市内の
市道等)

下段：提出書類  

有

0

障害者雇用状況
報告書の提出義
務あり
※従業員数
　40.0人以上

エコアクション21取得状況

【下記のいずれか１つ】
・あおもり働き方改革推進企業認定証の写し
・労働局に提出した一般事業主行動計画の写し

継続教育
の実施

障害者雇用状況
報告書の提出義
務なし
※従業員数
　40.0人未満

有

造園CPD

令和７年１月１日現在

直近の障害者雇用状況報告書の写し
(法定雇用率(2.5%)未達成の場合は「無」）

令和７年１月１日現在

【１名分のみ】
・障がいの内容を証明する書類の写し（身体障害者手帳等）
・雇用を証明する書類の写し

令和７年１月１日現在所属する職員で令和２年１月１日～
令和６年12月31日の間に受講

【上限：100ユニット】
取得単位数等の証明書の写し

令和７年１月１日現在所属する職員で令和４年１月１日～
令和６年12月31日に卒業又は修了した者

【上限：２名分】
・卒業証書又は卒業証明書の写し
・雇用を証明する書類の写し（健康保険証等）

(

(

(


